
◆ 次世代育成支援行動計画の概要 ◆ 

１ 次世代育成支援対策推進法の概要と改正のポイント  

〈平成 17年 4月から平成 27年 3月までの 10年間の時限立法〉 

・次世代育成支援対策推進法の目的・ 

○次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成される社会を形成するために、次世代育成支援対策を

迅速・重点的に推進する。 
○地方公共団体及び事業主に対し、次世代育成支援のための行動計画の策定を義務づけ、10 年間の集中

的・計画的な取組を推進する。 

主な改正事項 

●平成 17年 4月から平成 27年 3月までの 10年間の時限立法 

⇒桜川市次世代育成支援行動計画（現行計画 H26 年度で終了） 
/10年間の延長/ 

●平成 27年 4月から平成 37年 3月までの 10年間の時限立法（10年間延長） 

⇒第２次桜川市次世代育成支援行動計画（H27 年 3 月策定 H27 年度から実施） 
 
・行動計画策定指針・ 

○国において地方公共団体及び事業主が行動計画を策定する際の指針を策定。 
●指針の内容を充実･強化（行動計画策定指針 H26.11.28 告示）⇒市町村行動計画の策定は任意とする 

 
 
・地方公共団体行動計画の策定・ 

●地域住民の意見の反映、労使の参画、 

計画の内容・実施状況の公表、定期的な評価・見直し等。 

①市町村行動計画 ⇒桜川市で策定 
②都道府県行動計画 

 

・第２次桜川市次世代育成支援行動計画・ 

○５年を１期とした次世代育成支援対策の実施に関する計画。 

○策定する内容 

地域における子育ての支援 

母性・乳幼児の健康の確保・増進 

子どもの健やかな心身の成長のための教育環境整備 

子育て家庭における良好な居住環境の整備 

仕事と家庭生活の両立の推進 等 

○実施内容と実施時期、および達成目標を定める。 

○定期的な実施状況に関する評価・検討を行う。  

・事業主行動計画の策定・届出・ 

①一般事業主行動計画 
（企業等） 
②特定事業主行動計画 
（国・地方公共団体） 



２ 第２次桜川市次世代育成支援行動計画の概要  

・計画の背景と目的・ 

「次世代育成支援対策推進法」の改正による 10 年間の延長に伴い、本市においても「桜川市次世代育

成支援行動計画後期行動計画」の計画期間終了により、新たに平成 27 年度を初年度とする「第 2 次桜川

市次世代育成支援行動計画」を策定します。 

・計画の位置づけ・ 

この計画は、「次世代育成支援対策推進法」第８条第１項に基づき、本市における児童福祉、母子保健・

医療、教育など本市が取り組むべき子育て支援を総合的に推進するための指針として策定するものです。 
本計画は、本市の総合計画をはじめ各種の部門別計画との整合・調整を図りながら策定します。 

・子ども・子育て支援法との関係・ 

次世代育成支援対策の中核である保育サービスや子育て支援事業等については、従来、市町村行動計画

で目標事業量を定めていましたが、子ども・子育て支援法の制定でそれらの定量的整備目標は、「子ども・

子育て支援法」に基づく市町村計画に記載されることになりました。 
「次世代育成支援対策推進法」は、「子ども・子育て支援法」の制定に伴う関係整備法の一つとして改

正され、参酌基準の規定が削除されるとともに、市町村行動計画等の策定は任意となりました。 
保育サービスや子育て支援事業の推進について、「次世代育成支援対策推進法」が果たしてきた役割・

機能は恒久法である「子ども・子育て支援法」に引き継がれ、今後は両法律が相まって、より手厚い次世

代育成支援が推進されることとなります。 

・計画の期間・ 

本市では、計画の期間を平成 27 年度～平成 36 年度までの 10 年間とし、平成 27 年～平成 31 年の５ヵ

年の前期行動計画を策定することとします。 
 
 
 
 

・基本的な視点・ 

1．子どもの視点 
2．次代の親の育成という視点 
3．サービス利用者の視点 
4．社会全体による支援の視点 
5．仕事と生活の調和の実現の視点 
6．結婚・妊娠・出産・育児の切れ目のない支援の視点 
7．すべての子どもと家庭への支援の視点 
8．地域の担い手や社会資源の効果的な活用の視点 
9．サービスの質の視点 

10．地域特性の視点 
 



 

３ 第２次桜川市次世代育成支援行動計画の体系 

 
第２次桜川市次世代育成支援行動計画は、基本理念「子どもたちの幸せ育てる桜川市」実現のため、３つの基本目標を掲げ、基本目標ごとに具体的な基本方針を設定します。 
さらに、基本方針を推進していくための施策・事業を位置づけ、平成 31 年度の目標を示します。 
 

基本理念  基本目標   基本方針 

      

子どもたちの 

幸せ育てる桜川市 

 子どもたちの幸せで 

健やかな成長のために 

これから生まれてくる子どもを含めて、すべての子どもが現在もそして将来

も健やかに育つように、保健・医療・福祉・教育・社会環境づくりを行わなけ

ればなりません。 

また、妊娠・出産期の母子の健康から思春期の子どもたちの心身の健康に至

るまで、それぞれのライフステージや地域の状況に対応した切れ目ないきめ細

かな支援が必要です。 

さらに、支援を必要とする子どもや家庭に対しては、関係機関との連携し適

切な対策を実施していく必要があります。 

 妊産婦・乳幼児に関する切れ目のない保健対策の充実 

  学童期・思春期から成人期に向けた保健対策の充実 

  食育の推進 

高度成長期から始まった日本の急速な少子高齢化傾向

は、すでに定着していると言えるでしょう。少子化は、さ

らなる少子化の要因となり、日本全体が世界でも類例のな

い局面を迎えようとしています。 

少子化の進行によって、経済活動や社会保障など社会シ

ステムへの悪影響が懸念されていますが、影響はそればか

りでなく、子どもから大人まで、すべての市民の生活の豊

かさや幸せにも関わってくる問題でもあります。 

子育ての喜びと責任は、まず保護者のものであり、子ど

もの幸せは子ども自身のものです。しかし、それだけにと

どまりません。保護者と子どもは地域社会の仲間であり、

子どもたちは次代の担い手でもあります。 

地域社会が、すべての家庭の子育てに適切な配慮をして

応援できれば、保護者は子育てにより大きな喜びを実感す

ることができ、子どもの幸せはより大きなものになるはず

です。そして、子どもたちは、地域社会に実りある明るい

未来をもたらしてくれるのです。 

そこで、桜川市においては、地域の中で子どもを安心し

て産み、子育てに大きな喜びを実感できる環境づくりを推

進するとともに、地域の特性を活かしながら、市民の多様

な子育てニーズに対応した総合的な子育て支援を推進し

「子どもたちの幸せ育てる桜川市」を実現します。 

  子どもの健やかな成長を見守る地域づくり【新規】 

   小児医療の充実 

   児童虐待防止対策の充実 

 

子どもたち一人ひとりを尊重し、幸せで健やかな成長を支援します。 

 ひとり親家庭等の自立支援の推進 

  障がい児施策の充実 

     
 子どもと保護者のための 

地域の保育と教育 

子育てを取り巻く環境の変化は、子育て家庭のライフスタイルにも大きく影

響しています。それに伴って、地域における保育ニーズも多様化しています。 

子育て家庭の多様なニーズに応えるため、子育て支援拠点機能の強化を図る

とともに、小中学校、幼稚園・保育所および就学前のすべての子どもたち対し

て総合的な子育て支援を提供することが重要です。 

 

 地域における子育て支援サービスの充実 

  地域における人材養成【新規】 

  教育・保育の充実 

  地域における子育て支援ネットワークづくり 

 

子どもと保護者のための、地域の子育て支援の充実を推進します。 

 子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備 

  子どもの健全育成 

     
 地域社会ぐるみで 

見守り応援する子育て 

子どもたちは、次代の地域社会を担う人材でもあります。子育てをする家庭

はもとより地域社会全体で見守り支援していくことが重要です。 

家庭、学校、地域の住民や団体・企業がそれぞれの立場や役割で、子育てや

地域づくりに参加し、子どもたちが安全に安心して過ごせる地域環境を構築す

る必要があります。 

また、男女が子育ての喜びと責任を共有し、仕事と生活の調和を実現するた

め、働き方の見直しについて啓発していくことも大切です。 

 次代の親の育成 

  家庭や地域の教育力の向上 

  良質な住宅の確保 

  安全で安心なまちづくりの推進 

   子どもの交通安全を確保するための活動の推進 

 

子どもが地域で安全に過ごすため、地域社会での見守りや環境の整備に努めます。 

 子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進 

  仕事と子育ての両立支援 

 


